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日本経済団体連合会

低炭素社会実行計画

社団法人 セメント協会
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参加企業：社団法人 セメント協会の加盟会社

八戸セメント株式会社 宇部興産株式会社

日鉄住金高炉セメント株式会社 株式会社デイ・シイ

日鉄住金セメント株式会社 電気化学工業株式会社

東ソー株式会社 麻生セメント株式会社

株式会社トクヤマ 明星セメント株式会社

琉球セメント株式会社 三菱マテリアル株式会社

苅田セメント株式会社 日立セメント株式会社

太平洋セメント株式会社 住友大阪セメント株式会社

敦賀セメント株式会社 合計１７社

国内のセメント製造会社(エコセメント、白色セメントを除く)の全てが参加
※ 2011年度の生産割合：99.73％
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セメント産業の概要

北は北海道から南は沖縄まで、

セメント工場は全国各地に広く分布している。

2011年度の売上高(セメント部門)：4,900億円
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セメント産業の概要
 生産量は1996年の9,927万ｔをピークにそれ以降減少し、2011年実績として5,758万ｔ

まで縮小した。

ピーク時の１９９６年度よ
り、約４０％減少
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セメントの製造工程

約1450℃でクリンカ
を焼成 <熱>

クリンカ

原料を粉砕 <電力>

クリンカに石こうを
加え、粉砕 <電力>
(最大粒径：0.1mm)

セメントの製造は次の三つの工程からなっており、熱と電気のエネルギーを使用する。

1.＜原料工程＞原料を乾燥・粉砕・調合する。

2.＜焼成工程＞原料から中間製品のクリンカを焼成する。

3.＜仕上げ工程＞クリンカに石こうを加え粉砕してセメントに仕上げる。

原料工程 焼成工程 仕上げ工程

熱 ＜０.５％ ＞９９％ ＜０.５％

電力 ３０％ ３３％ ３７％

＜各工程で使用するエネルギーの割合の一例＞
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＜業界目標＞

2008年度から2012年度におけるセメント製造用エネルギー(*)原単位の平均を
1990年度(3,586MJ/ｔ-セメント)に対し、3.8％低減。
目標値：3,451MJ/t-セメント
(*)[セメント製造用熱エネルギー(※)]＋[自家発電用熱エネルギー(※)]＋[購入電力エネル

ギー] (※) エネルギー代替廃棄物による熱エネルギーは含めない

＜2008～2011年度の平均＞ 3,439MJ/ｔ-セメント（▲4.1%）

セメント業界の省エネへの取り組み -自主行動計画-
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<低炭素社会実行計画>

3.｢世界的にみたセメント製造用エネルギーの削減｣
へ向けた取り組み

1.セメント製造用エネルギー原単位の低減

2.LCA的な観点からのCO2削減への貢献(ポテンシャル)

自主行動計画に引き続く低炭素社会実行計画を策定。

活動期間：2013年度～2020年度
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1.セメント製造用エネルギー原単位の低減

< 削減目標 >
「省エネ技術(設備)の普及」および「エネルギー代替廃棄物等の使用拡大」により
、2020年度のセメント製造用エネルギー原単位(*1)(*2)を2010年度実績から、
39MJ/t-cem削減する。

なお、本削減量は2020年度の生産量見通しを56,210千t(*3)とし、設定した。
また、セメント製造用エネルギー起源のCO2の削減については、目標値は設定しない
(*4)。
(*1) セメント製造用エネルギーの定義は次のとおりである。
[セメント製造用熱エネルギー(※)]＋[自家発電用熱エネルギー(※)]＋[購入電力エネルギー]
(※) エネルギー代替廃棄物による熱エネルギーは含めない

(*2)セメント製造用エネルギー原単位は「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原単位」を、基
準年度からの「セメント生産量」と「クリンカ/セメント比」の変動に対して補正したものとする。

(*3)生産量の見通し
「エネルギー・環境会議」の「エネルギー・環境に関する選択肢」の資料“シナリオ詳細データ(

成長ケース、低成長ケース追加)”に記載されている慎重ケースの見通し量とした。 (次頁参照)

(*4) 15ページ参照

【目標設定の根拠】
会員会社調査の積み上げから、2020年におけるエネルギー削減量が原油換算として5.6万klとなり、

2020年度の生産量見通し(56,210千t)からエネルギー原単位に換算した。
5.6（万kl）×387,600（GJ/万kl）÷56,210（千t-cem）＝39（MJ/t-cem）
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9

2020年度の生産量の見通し

[出典] 実 績：セメントハンドブック(セメント協会)
見通し：｢エネルギー・環境に関する選択肢(2012年6月29日)｣のシナリオ詳細データ

56,210千t (慎重シナリオ(2010年代で実質GDPが年率1.1%))

61,450千ｔ

56,210千ｔ

49,500千ｔ

59,430千ｔ
成長ケース

慎重ケース

低成長ケース

51,730千ｔ

39,390千ｔ

実績
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セメント製造用熱エネルギー原単位の推移

最も効果の高い省エネ設備である｢SP｣,｢NSP｣は1997年度で全ての工場で導入され、それにより、
熱エネルギー原単位は大幅に減少した。その結果、1997年以降の原単位の変化は緩やかになった。
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項目 省エネ効果
2010年度

実績
2020年度
見通し

排熱発電 熱回収の改善 60 68

エアービーム式

クーラ
熱回収の改善 50 57

竪型石炭ミル 粉砕電力量の削減 90 96

セメント製造用エネルギーの削減対策

(1)省エネ技術(設備)の普及状況および見通し

省エネ技術(設備)の普及率 単位：％

【普及率】排熱発電の例

[排熱発電を導入している工場のクリンカの生産量の合計]

×100

[全ての工場のクリンカの生産量の合計]
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項目 排熱発電
エアービーム式

クーラー
竪型石炭ミルの導入

2010年度の
普及率

６０％ ５０％ ９０％

エネルギー

削減量

発電量：約35～40 kWh/t-ク
リンカ

<従来の空気室式との比較>

熱量原単位の低減：

42～167 MJ/t-クリンカ

電力原単位の低減：

0.5～1.5 kWh/t-クリンカ

石炭粉砕工程の所要電力の

20～25％低減

イニシャル
コスト

1式：20億円程度
1基：1.5～3億円程度 (クー
ラー1段目の改造の場合) 

1基：6千万円程度 (基礎、バ
ンカーは除く) 

技術の内容

SP、NSP方式のプレヒータ出
口の排ガス温度は約400℃と
なり、その熱を発電に用い
る。また、クリンカークー
ラーからも250～350℃程度
の排気が発生し、その熱で
発電を行う。

従来の空気室式では、グ
レート位置によって冷却空
気の通風状態が異なること
となり、熱回収効率の改善
には限界があった。

竪型ミルは、同時乾燥・粉
砕・分級が可能で、チューブ
ミルよりも粉砕効率が高く、
電力原単位が低い。

出典：生産技術専門委員会報告T-22（省エネルギー・省資源技術に関する報告書）

省エネ技術(設備)の内容
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エネルギー代替廃棄物は製造工程と自家発電に用いている。
その使用割合は年々増加しており、今後も推進していく。

製造工程 自家発電

セメント製造用エネルギーの削減対策

(2)エネルギー代替廃棄物等の使用拡大
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セメント製造用エネルギー起源のCO2排出原単位の推移

過去20年間、CO2排出原単位はほとんど変化していない。

排出原単位

(kg-CO2/t-セメント)
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セメント製造用エネルギー起源のCO2排出原単位の変動要因

① セメント製造用熱エネルギー(※)

エネルギー代替廃棄物の使用の増大により、CO2排出原単位は小さくなる。

② 自家発電用熱エネルギー(※)

自家発電用の排出係数(kg-CO2/kWh)は購入電力に比較し高い。しかし、エネルギーセキュリティ
の観点から自家発電比率の増加が見込まれ、総電力に占める自家発電比率の増加により、CO2排出
原単位が大きくなる。

③ 購入電力エネルギー
購入電力の排出係数(kg-CO2/kWh)は電力供給者の電源構成により変化し、今後の予想が現状で

は不可能である。
(※) エネルギー代替廃棄物による熱エネルギーは含めない

今後も上記の相殺関係は続くものと考えられるため、
セメント製造用エネルギー起源のCO2排出量の削減については、目標値を設定し
なかった。

④ 廃棄物の使用原単位の増加により、これらの粉砕に要する電力エネルギーが増加しつつある。

これらの要因による排出原単位の増減が相殺し合い、セメント製造用エネルギー起源のCO2排出原単
位に大きな変化は認められない。
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※ 本図は実際の転がり抵抗の測定方
法とは異なる。

２. LCA的な観点からの取組みによる
CO2削減への貢献(ポテンシャル)

舗装における転がり抵抗のイメージ(転がり抵抗の差異)

【 転がり抵抗の差による同一距離走行時の燃料消費量 】

アスファルト舗装を100とした場合、コンクリート舗装では95.2～99.2

備考：ブレーキ性能
自動車のブレーキ性能は、路面とタイヤのすべり抵抗が寄与します。路面とタイヤの
転がり抵抗とすべり抵抗は全く別のものです。道東自動車道でのすべり抵抗の実測
結果(時速80km/h)では、コンクリート舗装：0.48、アスファルト舗装：0.46の結果が得ら
れました。この値は大きい方がブレーキがよく効くことを意味します。

【セメント協会調べ】

同じ自動車を用い、同じ高低
差の坂道を下った場合、水平
部での走行距離は、｢転がり
抵抗｣で変化する。
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環境負荷に関する試算に用いた値
(温室効果ガス排出量算定・報告マニュアルの値を採用)

軽油の単位発熱量：0.0377 GJ/L
排出係数 ：0.0187 tC/GJ = 0.0685 tCO2/GJ
単位CO2排出量：2.582 kg/L

貨物車の燃料使用量：0.0504 L/t･km
(燃料：軽油、最大積載量：10.000～11.999t、営業用)



－ 積載量を11tとし、100km走行した場合 －

（出典：平成18年3月29日
経済産業省告示第66号）

軽油の使用量：55.44 L
CO2排出量 ：143.1 kg

↓
アスファルト舗装の場合と仮定

【コンクリート舗装では】

軽油の使用量：55.00～52.78 L
軽油の削減量： 0.44～ 2.66 L

CO2排出量の削減量：1.14～6.87 kg

燃料消費量の改善より計算

1台当たりの削減量は小さいが、
舗装面の材質を変えることで継続的に削減が可能

２. LCA的な観点からの取組みによるCO2削減への貢献(ポテンシャル)

環境負荷に関する試算
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３. ｢世界的に見たセメント製造用エネルギー
の削減｣へ向けた取り組み

－BATに基づく2007年におけるエネルギー削減ポテンシャル－

出典：ＩＥＡ エネルギー技術展望(2010)

わが国セメント産業のエネルギー効率は世界最高レベルにある。

（
原

油
1
0
0
万

ｔ/
年

）

日本の削減ポテンシャル
(原単位)と世界の削減ポテ
ンシャル(原単位)の差を実
質的な削減ポテンシャルと
考えることができる

削減可能なエネルギー
原単位（GJ/t）

フライアッシュ他クリン
カー代替物の利用

高炉スラグの利用

電力量の削減

化石エネルギーの削減
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 日本のセメント製造用エネルギーの使用状況、省エネ技
術(設備)の導入状況、エネルギー代替廃棄物等の使用
状況などを、ホームページを通して、また国際的なパート
ナーシップへの参画により世界に発信する。

 廃棄物の利用状況を発信し、世界的に見た「資源循環
型社会」への構築に貢献する。

３. ｢世界的に見たセメント製造用エネルギー
の削減｣へ向けた取り組み

－具体的な取り組み－
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資源循環型社会への貢献

生産量と廃棄物・副産物使用量の推移
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年度

2,700万ｔの廃棄物・副産物の量を容積に換算すると、東京ドーム約16杯分に相当

[2011年度の実績]
5,700万ｔのセメントを作るのに、2,700万ｔの廃棄物や副産物を使用

⇒ 原単位：471(kg/t-セメント)



循環型社会への貢献

受入量の出典：セメントハンドブック(2012年度版)

様々な産業や自治体から排出される廃棄物・副産物をセメント原料、代替
エネルギーとして有効に活用している。

高炉スラグ 8,082千t製鉄所

石炭灰 6,703千t火力発電所

鋳物工場鋳物砂 526千t

汚泥、スラッジ 2,673千t
下水処理場・
化学工場等

副産石こう 2,158千t火力発電所等

建設発生土 1,946千t建設現場

燃えがら、ばいじん、ダスト

1,394千t
ごみ焼却場

非鉄鉱さい等 675千t精錬所

木くず 586千t建設現場等

製鉄所製鋼スラグ 446千t

各種工場等廃プラスチック 428千t

製油所等廃油 264千t

食品工場廃白土 246千t

製油所再生油 192千t

自動車整備工場廃タイヤ 73千t

飼料工場肉骨粉 64千t

合計

27,073千t

セメント
工場
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石炭灰の利用状況
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下水汚泥のリサイクル率の推移

出典：国土交通省調査 年度

セメント化率

緑農地利用率

セメント外の建設資材利用率

埋立等処分率

日本フライアッシュ協会調べ

循環型社会への貢献

全国で発生する下水汚泥の約４割、全国の火力発電所で発生する
石炭灰の約５割をセメント工場でクリンカ原料として資源化。
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循環型社会への貢献

廃棄物の使用 ⇒ 最終処分場の延命化

新規立地件数の推移（環境省）

埋立処分場の新規立地は
ますます難しくなっている。

セメント業界が廃棄物・副産
物を受入処理している現状で
の産業廃棄物の最終処分場
の残余年数

13.2年

＜環境省発表＞

（2010年4月1日現在）

仮に、セメント業界が全ての廃棄
物・副産物の受入をやめた場合

その残余年数は・・・

5.5年
＜セメント協会試算値＞
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「安全が確保される社会」への貢献

強固な躯体を持つコンクリート建造物やセメント系固化材により改良された
地盤は、様々な自然災害から人々の命や暮らしを守っています。

（第四次環境基本計画でも、持続可能な社会を、「低炭素」・「循環」・「自然共生」
の各分野を統合的に達成することに加え、「安全」がその基盤として確保される社会で
あると位置づけられています。）

守ろう、日本
かけがえのないもの、大切なものを守る力。


